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第 20 号     佐々木敦也の経済千思万考 
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【M&A: 地方創生の起爆剤になるか？】 2015.4.27 

 

日本の中小ベンチャー企業はもっと M&A を活用することが必要である。現在、日本の国内総生

産（GDP）の７０％、雇用の８０％を支えているのは、地域密着で対面型のサービス（流通、運輸、

社会福祉、飲食、観光）などを提供する中小企業だ。 

日本全国に存在する企業・個人事業所の数は、３８５万社と言われる。これを中小企業庁が区

分する「大企業」（０．３％）「中小企業」（１２．７％）「小規模企業」（８７．０％）に分類すると、「中

小・小規模企業」の割合は、実に全体の 99％を超える比率となる。 

地域経済いや日本経済全体にとって、個人事業主を含む中小・小規模事業者が如何に大きな

役割を果たしているかが、この比率に如実に現れている。重要なのは地域に密着した中小企業

の活性化なのである。 

 

以前の地方経済は大企業・都市圏の回復に依存する「春待ち型」であった。地域振興の中心は

あくまで企業誘致であり、地元の企業を真に育成・自律させようとする動きは少なかった。 しか

し、周知のように、経済のフラット化で生産拠点が海外にシフトし、これまでのように大企業の収

益が上がる局面からも地方へのトリクルダウン（富の滴り）は発生しづらくなっている。大企業か

ら中小企業、都市から地方へのルートが断たれる中、従来型の企業誘致を中心とする成長モデ

ルだけでは地域経済の自律的な好循環は望めない。欧米の地域振興のように、地域の人々が

直接参加、関与し、新しい事業・製品・市場の拡大を図っていくスタイルに移行しなければならな

い。そのためには、繰り返すが、地域を基盤とする内発型産業、すなわちサービス業を中心とす

る地域密着型産業の強化が急務となっているのだ。 

 

しかしながら、これらの地域経済を構成する中小・小規模事業者の多くは豊かな個性や独自のノ

ウハウを蓄積しているにも関わらず、後継者問題などの様々な課題を抱えているのが現状だ。

現在、事業承継・後継者不在で悩んでいる中小企業は全中小企業数の５０％以上あるといわれ

ている。また、１０年以内に６０％が世代交代しなければならず、毎年約１２万社が廃業している

中で、そのうちの 1/4 は後継者不在が原因とみられている。 

 

この後継者問題は、高齢のオーナー社長だけの問題ではない。ベンチャー企業を創業した若
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手経営者でも早期に事業を売却して、次の夢の実現に向けて新たな出発をしたいという者も多

数いる。これらの問題に対しては早い段階から計画を立て、適切に対応していかなければ事業・

技術の存続、雇用の維持、ひいては日本経済に甚大な影響を与えてしまう。そこで、問題問題問題問題・・・・課題課題課題課題

をををを抱抱抱抱えたえたえたえた中小企業中小企業中小企業中小企業のののの「「「「存続存続存続存続・・・・発展発展発展発展」」」」とととと「「「「生産性向上生産性向上生産性向上生産性向上」」」」をををを実現実現実現実現するのにするのにするのにするのに、、、、有力有力有力有力なななな武器武器武器武器としてとしてとしてとして登場登場登場登場するするするする

のがのがのがのがM&AM&AM&AM&Aなのである。 

 

以上 
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